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３

不
動
産
取
得
税

中
小
企
業
者
が
取
得
す
る
患
者
が
継
続
し
て
利

用
す
る
た
め
に
必
要
な
機
能
及
び
個
人
の
主
体
的

な
健
康
の
保
持
増
進
へ
の
取
組
を
積
極
的
に
支
援

す
る
機
能
を
有
す
る
一
定
の
薬
局
の
用
に
供
す
る

不
動
産
に
係
る
課
税
標
準
の
特
例
措
置
に
つ
い

て
、
そ
の
対
象
と
な
る
資
産
の
細
目
規
定
を
廃
止

す
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
七
条
関
係
）

地
域
に
お
け
る
医
療
及
び
介
護
の
総
合
的
な
確

保
の
促
進
に
関
す
る
法
律
に
規
定
す
る
認
定
医
療

機
関
開
設
者
が
認
定
再
編
計
画
に
記
載
さ
れ
た
医

療
機
関
の
再
編
の
事
業
に
よ
り
取
得
す
る
一
定
の

不
動
産
に
係
る
課
税
標
準
の
特
例
措
置
に
つ
い

て
、
そ
の
対
象
と
な
る
資
産
の
細
目
を
定
め
る
こ

と
と
し
た
。（
附
則
第
七
条
関
係
）

生
前
一
括
贈
与
に
よ
り
取
得
す
る
農
地
等
に
係

る
徴
収
猶
予
措
置
に
つ
い
て
、
租
税
特
別
措
置
法

第
七
〇
条
の
四
第
二
二
項
に
規
定
す
る
営
農
困
難

時
貸
付
け
の
適
用
に
関
す
る
規
定
を
廃
止
す
る
こ

と
と
し
た
。（
附
則
第
一
〇
条
関
係
）

４

固
定
資
産
税
及
び
都
市
計
画
税

流
通
業
務
の
総
合
化
及
び
効
率
化
の
促
進
に
関

す
る
法
律
に
規
定
す
る
総
合
効
率
化
事
業
者
が
、

総
合
効
率
化
計
画
に
基
づ
き
実
施
す
る
流
通
業
務

総
合
効
率
化
事
業
に
よ
り
取
得
し
た
一
定
の
倉
庫

に
係
る
固
定
資
産
税
及
び
都
市
計
画
税
の
課
税
標

準
の
特
例
措
置
に
つ
い
て
、
そ
の
対
象
と
な
る
資

産
の
細
目
を
改
め
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
一
一

条
関
係
）

鉄
道
事
業
者
等
で
あ
る
総
合
効
率
化
事
業
者
が

取
得
し
た
貨
物
の
運
送
の
用
に
供
す
る
設
備
に
係

る
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
の
特
例
措
置
に
つ
い

て
、
そ
の
対
象
と
な
る
資
産
の
細
目
規
定
を
廃
止

す
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
一
一
条
関
係
）

電
波
法
に
規
定
す
る
無
線
局
（
地
域
に
お
け
る

需
要
に
応
じ
多
様
な
主
体
が
開
設
す
る
こ
と
が
で

き
る
無
線
局
で
あ
っ
て
地
域
社
会
の
諸
課
題
の
解

決
に
寄
与
す
る
一
定
の
も
の
に
限
る
。）の
免
許
を

受
け
た
者
が
特
定
高
度
情
報
通
信
技
術
活
用
シ
ス

テ
ム
の
開
発
供
給
及
び
導
入
の
促
進
に
関
す
る
法

律
に
規
定
す
る
認
定
導
入
計
画
に
基
づ
き
新
た
に

取
得
し
た
当
該
免
許
に
係
る
無
線
通
信
の
業
務
の

用
に
供
す
る
一
定
の
償
却
資
産
に
係
る
固
定
資
産

税
の
課
税
標
準
の
特
例
措
置
に
つ
い
て
、
そ
の
取

得
価
額
の
要
件
を
二
億
円
以
下
（
改
正
前
三
億
円

以
下
）
と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
一
一
条
関

係
）外

壁
、
窓
等
を
通
し
て
の
熱
の
損
失
の
防
止
に

資
す
る
一
定
の
改
修
工
事
が
行
わ
れ
た
住
宅
に
係

る
固
定
資
産
税
の
減
額
措
置
に
つ
い
て
、
そ
の
対

象
と
な
る
改
修
工
事
に
要
し
た
費
用
の
額
の
下
限

を
六
〇
万
円
超
（
改
正
前
五
〇
万
円
超
）
と
す
る

こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
一
二
条
関
係
）

５

事
業
所
税

沖
縄
振
興
特
別
措
置
法
に
規
定
す
る
提
出
産
業
高

度
化
・
事
業
革
新
促
進
計
画
に
お
い
て
定
め
ら
れ
た

産
業
高
度
化
・
事
業
革
新
促
進
地
域
に
お
い
て
設
置

さ
れ
る
一
定
の
産
業
高
度
化
・
事
業
革
新
促
進
事
業

の
用
に
供
す
る
一
定
の
施
設
に
対
す
る
資
産
割
の
課

税
標
準
の
特
例
措
置
に
つ
い
て
、
そ
の
対
象
と
な
る

事
業
の
細
目
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
一
六

条
の
二
の
八
関
係
）

６

国
民
健
康
保
険
税

基
礎
課
税
額
に
係
る
課
税
限
度
額
を
六
五
万
円

（
改
正
前
六
三
万
円
）
に
、
後
期
高
齢
者
支
援
金
等

課
税
額
に
係
る
課
税
限
度
額
を
二
〇
万
円
（
改
正
前

一
九
万
円
）
に
引
き
上
げ
る
こ
と
と
し
た
。（
第
五
六

条
の
八
八
の
二
関
係
）

７

特
定
徴
収
金
の
収
納
の
特
例

特
定
徴
収
金
に
つ
い
て
、
そ
の
対
象
と
な
る
税

目
を
全
て
の
税
目
に
拡
大
す
る
こ
と
に
伴
い
、
そ

の
対
象
と
な
る
税
目
の
細
目
規
定
を
廃
止
す
る
こ

と
と
し
た
。（
第
五
七
条
の
五
の
二
関
係
）

機
構
指
定
納
付
受
託
者
等
の
要
件
を
定
め
る
こ

と
と
し
た
。（
第
五
七
条
の
五
の
三
関
係
）

二

地
方
税
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
令
和

二
年
政
令
第
二
六
四
号
）
の
一
部
改
正
関
係

道
府
県
民
税
の
法
人
税
割
及
び
市
町
村
民
税
の
法
人

税
割
の
課
税
標
準
で
あ
る
法
人
税
額
を
中
小
企
業
者
等

の
試
験
研
究
を
行
っ
た
場
合
の
法
人
税
額
の
特
別
税
額

控
除
の
適
用
を
受
け
た
額
と
す
る
特
例
措
置
等
に
つ
い

て
、
国
税
に
お
け
る
諸
制
度
の
取
扱
い
を
踏
ま
え
、
所

要
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。（
令
和
二
年
改
正
令

関
係
）

三

地
方
税
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
令
和

三
年
政
令
第
一
〇
八
号
）
の
一
部
改
正
関
係

特
定
徴
収
金
に
つ
い
て
、
そ
の
対
象
と
な
る
税
目
に

令
和
五
年
一
月
一
日
か
ら
自
動
車
税
及
び
軽
自
動
車
税

の
環
境
性
能
割
を
追
加
す
る
こ
と
と
し
た
。（
令
和
三
年

改
正
令
関
係
）

四

施
行
期
日

こ
の
政
令
は
、
一
部
の
規
定
を
除
き
、
令
和
四
年
四

月
一
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。

２

事
業
税

法
人
の
事
業
税
の
損
金
算
入
の
対
象
と
な
る
外

国
法
人
税
額
等
の
範
囲
に
、
外
国
法
人
税
を
課
さ

れ
た
こ
と
を
証
す
る
書
類
を
保
存
し
て
い
な
い
等

の
理
由
に
よ
り
法
人
税
額
か
ら
控
除
で
き
な
い
金

額
等
は
含
ま
れ
な
い
こ
と
を
明
確
化
す
る
こ
と
と

し
た
。（
第
二
〇
条
の
二
の
一
七
、
第
三
五
条
の
三

の
二
関
係
）

ガ
ス
供
給
業
に
係
る
法
人
の
事
業
税
の
課
税
方

式
の
見
直
し
に
伴
い
、
資
本
割
及
び
所
得
割
の
課

税
標
準
の
算
定
方
法
等
に
つ
い
て
、
所
要
の
措
置

を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。（
第
二
〇
条
の
二
の
二

六
、
第
二
一
条
の
二
、
第
二
二
条
、
附
則
第
六
条

の
二
関
係
）

令
和
三
年
に
開
催
さ
れ
る
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク

競
技
大
会
又
は
東
京
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
競
技
大
会

の
円
滑
な
準
備
又
は
運
営
に
関
す
る
業
務
を
行
う

外
国
法
人
が
行
う
当
該
大
会
関
連
の
事
業
に
対
し

て
、
非
課
税
と
す
る
等
の
措
置
を
廃
止
す
る
こ
と

に
伴
い
、
そ
の
対
象
と
な
る
外
国
法
人
の
細
目
規

定
を
廃
止
す
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
六
条
関

係
）

給
与
等
の
支
給
額
が
増
加
し
た
場
合
の
付
加
価

値
割
の
課
税
標
準
の
特
例
措
置
に
つ
い
て
、
一
定

の
法
人
に
係
る
要
件
の
細
目
を
定
め
る
こ
と
と
し

た
。（
附
則
第
六
条
の
二
関
係
）

総
合
効
率
化
事
業
者
が
取
得
等
を
し
て
事
業
の

用
に
供
す
る
車
両
に
係
る
固
定
資
産
税
の
課
税
標

準
の
特
例
措
置
に
つ
い
て
、
そ
の
対
象
と
な
る
資

産
の
細
目
規
定
を
廃
止
す
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則

第
一
一
条
関
係
）

一
般
送
配
電
事
業
者
等
が
占
用
の
禁
止
若
し
く

は
制
限
の
指
定
が
行
わ
れ
た
道
路
又
は
緊
急
輸
送

道
路
の
地
下
に
埋
設
す
る
た
め
に
新
設
し
た
ケ
ー

ブ
ル
等
設
備
に
係
る
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
の

特
例
措
置
に
つ
い
て
、
そ
の
対
象
と
な
る
事
業
者

に
電
気
事
業
法
に
規
定
す
る
配
電
事
業
者
を
追
加

す
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
一
一
条
関
係
）

電
気
通
信
事
業
者
で
特
定
通
信
・
放
送
開
発
事

業
実
施
円
滑
化
法
に
規
定
す
る
実
施
計
画
に
つ
い

て
認
定
を
受
け
た
も
の
が
取
得
し
た
同
法
に
規
定

す
る
一
定
の
特
定
電
気
通
信
設
備
に
係
る
固
定
資

産
税
の
課
税
標
準
の
特
例
措
置
に
つ
い
て
、
そ
の

対
象
と
な
る
資
産
の
細
目
規
定
を
廃
止
す
る
こ
と

と
し
た
。（
附
則
第
一
一
条
関
係
）

都
市
再
生
特
別
措
置
法
の
規
定
に
よ
り
認
可
を

受
け
た
立
地
誘
導
促
進
施
設
協
定
（
有
効
期
間
が

五
年
以
上
の
も
の
に
限
る
。）に
基
づ
き
同
法
に
規

定
す
る
都
市
再
生
推
進
法
人
が
管
理
す
る
一
定
の

立
地
誘
導
促
進
施
設
の
用
に
供
す
る
土
地
及
び
償

却
資
産
に
係
る
固
定
資
産
税
及
び
都
市
計
画
税
の

課
税
標
準
の
特
例
措
置
に
つ
い
て
、
そ
の
対
象
と

な
る
資
産
の
細
目
規
定
を
廃
止
す
る
こ
と
と
し

た
。（
附
則
第
一
一
条
関
係
）

◇
地
方
税
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政
令

第
一
三
三
号
）（
総
務
省
）

一

地
方
税
法
施
行
令
の
一
部
改
正
関
係

１

道
府
県
民
税
及
び
市
町
村
民
税

所
得
割
の
課
税
標
準
で
あ
る
総
所
得
金
額
を
算

定
す
る
場
合
に
お
い
て
、
公
的
年
金
等
控
除
額
等

を
算
定
す
る
た
め
の
必
要
な
読
替
え
を
定
め
る
こ

と
と
し
た
。（
第
七
条
の
一
〇
の
五
、
第
七
条
の
一

一
、
第
四
八
条
の
五
の
二
、
第
四
八
条
の
五
の
三

関
係
）

法
人
の
道
府
県
民
税
及
び
市
町
村
民
税
に
係
る

外
国
税
額
控
除
に
つ
い
て
、
国
税
に
お
け
る
諸
制

度
の
取
扱
い
を
踏
ま
え
、
所
要
の
措
置
を
講
ず
る

こ
と
と
し
た
。（
第
九
条
の
七
の
二
、
第
四
八
条
の

一
三
の
二
関
係
）

令
和
三
年
に
開
催
さ
れ
る
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク

競
技
大
会
又
は
東
京
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
競
技
大
会

の
円
滑
な
準
備
又
は
運
営
に
関
す
る
業
務
を
行
う

外
国
法
人
に
対
し
て
、
当
該
大
会
関
連
の
事
業
以

外
の
事
業
を
行
わ
な
い
場
合
に
は
、
法
人
の
道
府

県
民
税
及
び
市
町
村
民
税
に
つ
い
て
、
非
課
税
と

す
る
等
の
措
置
を
廃
止
す
る
こ
と
に
伴
い
、
そ
の

対
象
と
な
る
外
国
法
人
の
細
目
規
定
を
廃
止
す
る

こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
五
条
の
二
の
二
関
係
）
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